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10．土砂災害の法的指定によるハザード
マップの適用性と地質構造の重要性

稲垣秀輝（環境地質）

10.9日本応用地質学会研究発表会高松

話す内容
• 1. はじめに
• 2. 穴水町由比ヶ丘で崖崩壊の発生
• 3. 崩壊斜面の地質構造
• 4. 土砂災害ハザードマップの適用性と課題
• 5. まとめ
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1. はじめに
• R6年能登半島地震直後に穴水町の由比ヶ丘で発生
した土砂災害で，多くの方がなくなった。土砂災
害が発生した崖は土砂災害防止法によるレッド
ゾーン・イエローゾーンに指定されていなかった。

• 発生原因は地形要素ではなく地質構造にあった。
• これらを解説して，土砂災害の法的指定によるハ
ザードマップの適用性と危険な崖の判定に地質や
地質構造の重要性を示す。

• つまり，応用地質学といろいろな分野との情報共
有が必要といえる。

• 穴水町由比ヶ丘での崖崩壊を示した。土砂災害の規模は大きくはなかったが，家
屋が丘陵地斜面の崖下に位置していたため，斜面の地質構造に起因した地震時の
崩壊によって被災した。⾚崩壊が今回の崩壊地で，⿊崩壊跡は過去の崩壊である。

2．穴水町由比ヶ丘で崖崩壊の発生
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A断面 (山側北側から)

崩壊側 堆砂側

海岸側南側から

崩壊土砂は道路を埋めたが、取り除かれた
崩壊土砂に埋まったガレージ、その上の家
屋も土砂に押されて破壊した
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道の反対側の土砂災害

3．崩壊斜面の地質構造
• 斜面の地質構造は，基盤岩の凝灰質シルト岩の上に強風
化した軽石を含む火砕岩が傾斜26-30°の流れ盤で分布
している。そして，両岩の境界付近から多量の湧水が認
められ，斜面崩壊はこの地質境界面をすべり面としてお
り，すべり面には擦痕が観察された。

• 火砕岩には軽石等も含まれており，流れ盤で含水すると
地震時にすべりやすい地質であると共に凝灰質シルト岩
が遮水層となり，地震前の降水や融雪水からの多量の地
下水を火砕岩が溜め込んでいたと考えられる。

• 今回崩壊した2つの流れ盤斜面の中間に古い崩壊跡が認
められた。これによると，古い崩壊土砂の傾斜は15°以
下であり，低い等価摩擦係数の斜面崩壊が起こった斜面
であることがわかる。このように崩壊斜面の隣接斜面を
観察することが重要で，斜面の崩壊メカニズムを解き明
かす鍵になる。

• 近隣の被害現象を観察すると沖積低地で液状化跡があっ
た。現地では大きな地震力が発生したこともわかる。
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滑落崖からみる

下部：凝灰質シルト岩 上部：軽石混じり
火砕岩

境界の流れ盤がすべり面

流れ盤のシルト岩と火砕岩の境界からの湧水 上位の強風化した火砕岩類

下位の凝灰質シルト岩との境界にすべり面
の擦痕あり周辺の沖積層の液状化跡
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A断面地質断面図

C断面地質断面図
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B断面地質断面図

D断面図地質断面図
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4．土砂災害ハザードマップの適用性と課題
• 地震時の宅地での土砂災害リスクが高まっており，既存用地
や用地選定では法的な土砂災害ハザードマップを考慮した減
災検討が増えてきている。ここで，土砂災害ハザードマップ
に利用されている土砂災害防止法に基づくレッドゾーンとイ
エローゾーンを重ねてみた。それによると対岸の東向き斜面
は受け盤で急傾斜になり，急傾斜と土石流のレッドゾーンと
イエローゾーンが指定されているが，被災家屋のあった⻄向
き斜面では斜面傾斜が26-30°で流れ目の傾斜26-29°の地質構
造とほぼ同じであったので，レッドゾーンとイエローゾーン
が指定されていなかった。地質・地質構造を考慮していない
法的土砂災害ハザードマップの盲点を突かれたように見える
1）。減災のためには地震時には地下水の滞留しやすい流れ盤
の火砕岩の地質構造には警戒しないといけない。

• これまでに，地震時に30°以下の斜面を含む火山砕屑岩がす
べり面となった事例としては，1923年関東地震を始め，最近
では2004年新潟県中越地震，2008年岩手・宮城県内陸地震，
2011年東日本太平洋沖地震，2016年熊本地震，2018年北海道
胆振東部地震など数多い（たとえば，稲垣２））。過去の地質
構造を考慮した崩壊跡をデータベース化することで，今後崩
壊しやすい危険な火砕岩斜面を抽出し，斜面土砂災害を軽減
できる可能性がある。

土砂法によるレッド・イエローゾーンと実際の崩壊

1. 稲垣秀輝(2024)：社会システムから見た土砂災害を低減する住民避難と安全な土地
利用・土地管理, 地盤工学ジャーナル， Vol.19, No.1, pp.33-42, 
https://doi.org/10.3208/jgs.19.33 
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5. まとめ
• 都市部周辺や中山間地では，丘陵地や山地斜面を中心
に宅地立地が進んでいる。これらの宅地が豪雨や地震
などの自然災害で被災する事例が増えている。

• 日本の国土は脆弱なものが多く，計画段階での用地選
定や施設の維持管理の際には地質の種類や岩盤の風
化・変質状況だけでなく地質構造についても留意して
対応策を講じておくことがよい。

• さらに，公的な土砂災害ハザードマップについても地
質・地質構造を評価したものに改善する必要があり、
日本応用地質学会の貢献する案件である。

ありがとうございました


